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東京２０２０オリンピック・パラリンピック大会の
各関係施設へのアクセスルートのUDバリアフリー化整備に向けた要望
　貴職におかれては、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、東京２０２０大会）を、障害の有無に関わらず、全ての人にとってアクセシブルでインクルーシブな大会とするため、かねてよりご尽力いただき心より感謝申し上げます。
2006 年に障害者権利条約が採択されて、国際パラリンピック委員会（以下、IPC）では国際的なバリアフリー整備基準となる 「IPCアクセシビリティ・ガイド」を策定。　　　
それを基に、東京２０２０大会組織員会では、大会のバリアフリー整備基準を「Tokyo2020 アクセシビリティ・ガイドライン（以下、AGL）」として関係機関・障害団体等の参画を得て策定し、IPCの承認を得て、大会準備が進められているところです。
2020年のオリパラ大会期間中には、世界各国から障害のある出場選手団の来日はもちろんのこと、多くの障害者や高齢者等の観客が、競技の観戦だけではなく、宿泊、ショッピングや食事、観光などに訪れることが予想されるため、誰にとっても安全でアクセシブルなユニバーサル社会の実現が待たれています。
DPI 日本会議では、「私たちの事を私たち抜きで決めないで（Nothing About us without us）」を合言葉に、障害種別を問わず、障害者権利条約の基本理念である「他の者（障害の無い者）との平等」が様々な分野で実施されるよう活動してきました。
この度、「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた、アクセシビリティ協議会、当事者団体と事務局ワーキング」として、大会開催地周辺のアクセスルート現地視察を実施し、当会も当事者団体として参加して意見具申させていただきました。申し入れに対しての意見交換会も開催され、事務局より回答が出されている所ですが、その回答に当会は失望を禁じ得ません。
回答では新規施設をAGLに合わせて実現するという一方で、AGLに強制力がないため、既存設備の改修に対する対応は消極的であると感じています。
よって当会は、障害者差別解消法を施行し、障害者権利条約を批准した国の開催都市として、東京２０２０大会のアクセスルート整備を、仮設のUDバリアフリー化で済ますことなく、条約の障害の社会モデル等の理念を踏まえた歴史的事業として「すべての人に対する差別の撤廃や社会的障壁が除去された環境整備」を行い、世界に誇れる「誰もが自立して行動できる共生社会」への礎を築くことを強く要望します。
記
１．東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の各競技会場へのアクセスルートの整備は、「Tokyo2020 アクセシビリティ・ガイドライン（以下、AGL）」に沿って、レガシーとして残るよう整備すること。
２．東京都は、東京２０２０大会各関係施設へのアクセスルートの整備を、安易に仮設対応せず、障害当事者、国及び関係者が連携して、AGLに沿って恒常的なルート整備に向け可能な限り検討し対応すること。
３．東京都はアクセスルート上の既設設備の整備について、施設管理者、施設所有者等にAGLに沿って整備を行うよう責任を持って強く要請すること。
なお、仮設対応を行う場合には、障害当事者等すべての国民に理解の得られる根拠を示し説明を行うこと。
４．当団体では24カ所のアクセスルートについて検証を行い「アクセスルート調査報告書」を作成した。各アクセスルートの課題について「他の者との平等」「安全対策」「暑さ対策」を基本に、東京都の責任に於いて関係各機関、各事業者、障害当事者参画の下で、AGLに沿った以下の整備を行うこと。
特に公共交通関係、エレベーター、トイレの整備はバリアフリー社会への礎だと考えています。
１）安全でアクセシブルな駅の整備
①エレベーターの大さは、標準基準以上にして、複数のアクセスルートに設置すること。現在、基準以下の場合は改修、増設対応について以下検討対応すること。
・推奨基準：幅2,100mm×奥行き1,500㎜（IPCの推奨基準）
・標準基準：幅1,700mm×奥行き1,500㎜（IPCの標準基準）
②トイレは空調を備えた、アクセシブルな「男女共用の多機能トイレ」、及び男女別トイレ内に「簡易多機能便房」を設置すること。
③車両とプラットホームの段差及び隙間を可能な限り小さくして、スロープ板等の設備を使用しなくても、車いす使用者が単独で乗降できるよう措置を講ずること。
④プラットホームは転落防止のホームドア設置等、安全対策を徹底すること。
⑤誰にとっても分かり易く、移動しやすい駅構内の案内表示をすること。
⑥誰にとっても使いやすい自動券売機を設置すること。
⑦駅舎に隣接するアクセスルートになる踏切を安全に整備すること
２）通路の整備
①通路幅はAGL標準基準以上の幅を確保すること。
・推奨基準：不特定多数の歩行者が極めて多い通路は2,000mm以上
・標準基準：不特定多数の歩行者が極めて多い通路は1,800mm以上、
※例外的な場合でも、1,200mm以上（国の遵守基準）を満たすものとする。
②アクセスルート路面の改修整備を行い、つまずき等の事故防止を図ること。
③横断歩道を含むアクセスルートの、段差（2㎝以上）を解消してスムーズな移動環境を造ること。
④歩道の傾斜や急坂の解消、縁石設置の転落防止等の対策を取ること。
３）複数の移動経路、及び移動経路における大型エレベーターの整備
①バリアフリー化した複数の移動経路を整備し、スムーズな移動環境を作ること。
②エレベーターの大さは、標準基準以上にして、複数ルートに設置すること。
現在、基準以下の場合は改修、増設対応について以下検討対応すること。
・推奨基準：幅2,100mm×奥行き1,500㎜（IPCの推奨基準）
・標準基準：幅1,700mm×奥行き1,500㎜（IPCの標準基準）
４）公共トイレの整備
①アクセシブルな「男女共用の多機能トイレ」、及び男女別トイレ内に「簡易多機能便房」を設置すること。
②公共トイレへの、誰にも分り易い誘導案内を設置すること。
③真夏の熱中症予防対策として、便房に空調を整備すること。
５）点字誘導ブロックの意味ある敷設整備
①視覚障害者の安全対策を第一に敷設すること。
②基準に沿った統一性のある敷設を、視覚障害者の検証を受けて行うこと。
６）誰にも分かる案内表示の整備
①国内外問わず、誰もが瞬時に分かるデザイン、大きさの案内表示をすること。
７）複数のアクセスルート整備
①訪問者が滞留することなく、スムーズに分散移動できる環境整備をすること。
②スムーズな乗降の出来るバス停、及び水上交通等の整備も行うこと。
８）その他の整備
①アクセスルートに、移動困難者が休憩できるスペースを整備すること。
②自転車走行帯のある歩道の安全対策を図り、視覚障害者等の移動弱者を守ること。
③真夏の開催という事で、アクセスルート上の暑さ対策を徹底すること。
